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第30条【納税の義務】国民は，法律の定めるところにより，(　１　)の義務を負ふ。

第31条【法定の手続の保障】何 (なん)人 (ぴと)も，法律の定める(　２　)によらなければ，その生命若 (も)しくは自由を奪 (うば)はれ，又 (また)はその他の(　３　)を科せられない。

第32条【裁判を受ける権利】何 (なん)人 (ぴと)も，(　４　)所において(　４　)を受ける権利を奪 (うば)はれない。

第33条【逮 (たい)捕 (ほ)の要件】何 (なん)人 (ぴと)も，(　５　)犯として逮捕される場合を除いては，権限を有する(　６　)が発し，且 (か)つ理由となつてゐる犯罪を明示する(　７　)によらなければ，逮捕されない。

第34条【抑 (よく)留 (りゅう)・拘 (こう)禁 (きん)の要件，不法拘禁に対する保障】何 (なん)人 (ぴと)も，理由を直ちに告げられ，且 (か)つ，直ちに(　８　)に依 (い)頼 (らい)する権利を与へられなければ，抑留又 (また)は拘禁されない。又，何人も，(　９　)な理由がなければ，拘禁されず，要求があれば，その理由は，直ちに本人及びその(　８　)の出席する(　10　)の法 (ほう)廷 (てい)で示されなければならない。

第35条【住居の不 (ふ)可 (か)侵 (しん)】
1 何 (なん)人 (ぴと)も，その住居，書類及び所持品について，侵入，捜 (そう)索 (さく)及び(　11　)を受けることのない権利は，第(　12　)条の場合を除いては，(　９　)な理由に基 (もとづ)いて発せられ，且 (か)つ捜索する場所及び(　11　)する物を明示する(　７　)がなければ，侵されない。
2 捜索又 (また)は(　11　)は，権限を有する(　６　)が発する各別の(　７　)により，これを行ふ。
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第36条【拷 (ごう)問 (もん)及び残 (ざん)虐 (ぎゃく)刑 (けい)の禁止】公務員による(　13　)及び残虐な(　14　)は，絶対にこれを禁ずる。

第37条【刑 (けい)事 (じ)被 (ひ)告 (こく)人 (にん)の権利】
1 すべて刑事事件においては，(　15　)は，公平な裁判所の迅 (じん)速 (そく)な(　16　)を受ける権利を有する。
2 刑事(　15　)は，すべての証人に対して(　17　)する機会を充 (じゅう)分 (ぶん)に与へられ，又 (また)，(　18　)で自己のために強制的手 (て)続 (つづき)により証人を求める権利を有する。
3 刑事(　15　)は，いかなる場合にも，資格を有する(　19　)を依 (い)頼 (らい)することができる。(　15　)が自らこれを依頼することができないときは，(　20　)でこれを附 (ふ)する。

第38条【自己に不利益な供述，自白の証 (しょう)拠 (こ)能力】
1 何 (なん)人 (ぴと)も，自己に不利益な(　21　)を強要されない。
2 強制，拷 (ごう)問 (もん)若 (も)しくは脅 (きょう)迫 (はく)による(　22　)又 (また)は不当に長く抑 (よく)留 (りゅう)若しくは拘 (こう)禁 (きん)された後の(　22　)は，これを(　23　)とすることができない。
3 何人も，自己に(　24　)な唯 (ゆい)一 (いつ)の(　23　)が本人の(　22　)である場合には，(　25　)とされ，又は刑 (けい)罰 (ばつ)を科せられない。

第39条【遡 (そ)及 (きゅう)処 (しょ)罰 (ばつ)の禁止・一事不再理】何 (なん)人 (ぴと)も，実行の時に(　26　)であつた行 (こう)為 (い)又 (また)は既 (すで)に(　27　)とされた行為については，刑 (けい)事 (じ)上の責任を問はれない。又，(　28　)の犯罪について，重ねて刑事上の責任を問はれない。

第40条【刑 (けい)事 (じ)補 (ほ)償 (しょう)】何 (なん)人 (ぴと)も，抑 (よく)留 (りゅう)又 (また)は拘 (こう)禁 (きん)された後，(　27　)の裁判を受けたときは，法律の定めるところにより，(　29　)にその(　30　)を求めることができる。
